
書式第 12号 (法第28条関係)

業 報 告 用

令和4年度   事 業 報 告 書

1 事業の成果
当期は、新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、研究会等の講義が開催できず、

本来の事業活動が行えなかった。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【    】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【   】千円)

疋歌 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

支盃
対象者
範囲

賞盃
対象者
人数

事業費
(千円)

第 1期～第 3期病院広報
誌文章入門講座

6月 3日

他
215

薯鰈
全国病院広報実務 10月 15日

98

疋訳 に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)



書式第 14号 (法第 28条関係)

令和 3年度 活動計算書 (その他事業がある場合)
事 業 報 告 用

日□ 合計
命  輌 小 鮮・ 合 計 小 計・ 合 計
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給料手当
役員報酬
退職給付費
福利厚生費

用

給料手当
退職給付費用
福利厚生費

313,000
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書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和4年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

小 計 ・ 合 計

現金預金
未収金
棚卸資産

153,408

什器備品

ソフトウェア
借地権

敷金

長期貸付金

15R 」

【A】 資 産 合 計 ①+② 153,402

IB-1】 [の 1□ |

未払金
未払法人税等

7,450,
70,

長期借入金
退職給付引当金

【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B-2】 153,4



令和4年度

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準によつています。

(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
什器備品の減価償却は定率法によっています。

(3)引 当金の計上基準
該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
該当なし

(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています。

2.事 業別損益の状況

注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人メテ・ィカ腕ンソ…シアムネ外ワークグループ

科 目 その他事業 管理部門事業部門計 合計

52, 52, 52,

000

1

56,

111,

56,

111,

112,

222,

54,

19,

54,534

19,690

56,

111,

93.005 △  311.473

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬
退職給付費用

福利厚生費
人件費計
(2)その他経費
外注費
施設等評価費用

印刷製本費
減価償却費
会議費
旅費交通費
通信費
消耗品費
支払手数料
接待交際費
その他経費計
経常費用計

当期経常増減額

内容 【涯:ヨ 算 定 方法

該当なし

3.施 設の提供等の物的サービスの受入の内訳



4 使途等が制約された寄附金等の内訳
使途等が制約された寄附金等の内訳 (正味財産の増減及び残高の状況)は以下の通りです。
当法人の正味財産は   円ですが、そのうち   円は、下記のように使途が特定されています。
したがって使途が制約されていない正味財産は   円です。

5。 固定資産の増減内訳

6.借 入金の増減内訳

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために

必要な事項

事業費と管理費の按分方法    特になし

7

8

:rtョ

合計

科 目 取得  | こ1]=:Iヨ五

有形固定資産

車両運搬具

什器備品

無形固定資産

投資その他の資産

敷金

合計

当期借入 当期 板 洛 [:「蒻認〕17ビ]科 目 期首残高

該当なし

合計

上

に計
内、近親者
及び支配法
人との取引

内、役員と
の取引

科 目

7,450,954 7,450,954

(活動計算書)

活動計算書計

(貸借対照表)
未払金

貸借対照表計

その他の事業に係る資産の状況  特になし



書式第 17号 (法第 28条関係 )
事 業 報 告

令和 4年度 財産 国
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【A】 資 産 合 計 ①+② 153,410

未払金
7_450_954

70.000

7_520_954

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 7,520,954

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 ▲ 7,367,544



書式第 18号 (法第28条関係)

業 報 告 用

令和 4年度年間役員名簿 〈前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並びにこれらの者についての前事業年度における籠日の有無を記載した名簿)

:自i襲!遭型!園!墜!塾壼互:h!堕型:塑:墜」と里:望生1豆生__

1 確認事項 (法第20条及び第21条を確認の上、チェックを入れてください。)

□以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
口各役員について、親族の規定に違反していません。 (法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにO

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)氏   名

1

⌒

QlE)監事
令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年山田 隆司

2

⌒

Q翌.3)監
事

令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年

年

月

月

日

日真野 俊樹

Ｏ
Ｊ

⌒

鯉,ジ監事
令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年川路 淳子

4 o・監事
令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年清原 義徳

5 (讐)・
監事 令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年 月

月

日

日年新堂 太郎

′
０ o監事

令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年

年

月

月

日

日井野口 真吾

７

〓

⌒

長li3)監事
令和4年4月 1日

令和5年 3月 31日

年  月  日

年 月 日大塚 光宏

ｎ
ё

/~ヽ
理事更菫ヲ

令和4年4月 1日

令和5年3月 31日

年  月  日

年  月  日篠塚 功

Ｑ

υ 理事・監事

年  月  日

年  月  日

年 月

月

日

日年

10 理事・監事
年  月  日

年  月  日

年  月  日

年  月  日



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿)

特定非営利活動法人メテ
゛
盪盤ンソウアムネットワークク

゛
トフ
°

氏   名

山田 隆司

2 真野 俊樹

3 川路 淳子

4 新
堂 太郎

5
清原 義徳

3 有田 円香

7 桜井 雅彦

□
小泉 ―行

0 内田 貴之

10
川井 真

11
松田 孝

12 大塚 光宏




